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５．土　　壌
　（1）土壌汚染対策法

　土壌汚染の状況を把握するため汚染の可能性のある土地について、使用が廃止された有害物質使用

特定施設（水質汚濁防止法の特定施設）に係る工場又は事業場の敷地であった土地の調査を行うよう

定めている。

　　ア．平成 20 年度の報告、申請、届出状況

　（2）県民の生活環境の保全等に関する条例

　土壌・地下水汚染の未然防止の観点から特定有害物質等を取り扱い、又は取り扱っていた事業場の

設置者に施設の点検や汚染状況の調査、汚染土壌の拡散防止義務、土地改変を行おうとする者に過去

の特定有害物質等取扱事業所の設置状況調査等の義務を定めている。

　　ア．平成 20 年度の届出、報告状況

　（3）その他（自主報告）

　　ア．平成 20 年度の報告状況

区　　　　　　　分 件　数 備　　　考
法 第 ３ 条 及 び 第 ４ 条
に よ る 調 査 報 告 0

法 第 ３ 条 た だ し 書 き
に よ る 確 認 申 請 1 毎年度、土地利用状況

報告書が必要

土 地 利 用 状 況 報 告 書 8

土 地 利 用 方 法 変 更 届 出 書 ０

承 継 届 出 書 0

指 定 区 域 の 指 定 ０

指 定 区 域 の 解 除 ０

区　　　　　　　分 件　数 土壌環境基準
不 適 合 件 数

自 主 報 告 1 1

区　　　　　　　分 件　数 備　　　考
土 地 改 変

（第 4 2 条第１項） 27 3,000m2 以上の土地

調 査 報 告
（第 3 9 条第２項）
（第 4 2 条第２項）

0

土 壌 汚 染 等 対 策 基 準 不 適 合
（第　 4　 0　条） 1




